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1.はじめに

最近，地球環境問題への関心が急速に高まれそれらの問題の解決あるいは緩和策のあり方が論じ

られている O とくに地球温暖化対策については，早期実施を検討する国際的な動向がある O

地球温暖化は大気中の二酸化炭素(以下CO
2
と記す}濃度の上昇が主な原因とされているが，エネ

ルギー利用に伴う CO
2
の排出を抑制することは，他の地球環境問題の原因である硫黄酸化物，窒素

酸化物(以下SOx，NOx と記す)，フロンなどの排出を抑えるよりも一層困難である O

CO
2
排出源の所在はエネルギー技術システム全領域に及ぶので，排出抑制の可能性を研究するため

には，個々のエネルギー技術の特性を具体的に取り込んだシステム全体のモデルを分析するアプロー

チが必要になる O

本文では，日本のエネルギーシステムモデルを用いて，わが国のCO2排出削減の可能性を予備的に

分析した結果の概要を述べる O

2.エネルギーシステムの分析方法

分析に用いるモデルは，わが国の日本原子力研究所，電子技術総合研究所を含む 10数カ国の研究

者が参加して，国際エネルギー機関(1 EA)の国際協力プロジェクトで開発したMARKALと呼ぶモ

デルである(I)。電子技術総合研究所では，これを独自にプログラム化し，国情に合わせて改良すると共

に環境分析の機能を追加している(2)。

MARKALは多段階線形計画法 (LP)モデルであり，通常 1国全体の45年間にわたるエネルギー

システムを対象とし，エネルギーフローの収支，設備の特性，導入・運用・廃棄，種々の制約条件な

どを線形方程式群でよそデル化し，各時点におけるシステムの構造(設備量と運用状態}とその経年的

な推移を，全期間同時最適化により求めるo

今回の分析では， 1985年を中心とする 5年間の第1期から 2025年を中心とする 5年間の第9

期までの9期間，合計 45年間の日本のエネルギーシステム全体を対象としたo輸入燃料価格につい

ては，図 1のような高低二通りの価格シナリオを設定し，最終エネルギー需要については，産業構造

及び生活様式等の見通しに基づいて，高低二通りの用途別需要シナリオを作成したO
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この需要シナリオで、は，産業部門は省エネルギー構造化が進むものとして需要の伸びが小さく，民

生及び運輸部門は伸びが大きいと仮定した O シナリオの国内総生産 (GDP)の伸び率は，最初は大き

く徐々に減少するとしている O すなわち GDPの伸び率は，高需要の場合には最初 3.4%から最終的

に1.5%迄低下し平均 2.0%，低成長の場合は同じく 2.7%から1.0%迄低下して平均1.6%と仮定

した O

燃料価格と最終エネルギー需要のシナリオ
12 

を組み合わせて， 1"高燃料価格ー低需要Jと 10 

一ーー一一・高随筒シナリオ

町一一一低価i'~ シナリオ

「低燃料価格一高需要」の二組を基本シナリ

オとした O

モデルシステムには既存技術，建設中ある

いは導入計画中の技術，及び研究開発中で対

象期間中に有意な量の寄与が期待できる新技

術が含まれている。従って分析計算における

技術の選択は，主要な新技術のほとんど全部

を対象としている C なお検討のため， CO
2
回

収処理技術を追加したケースについても試算

した O
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図1. 輸入燃料の価格シナリオ

一次エネルギーの導入量，エネルギー設備の設置容量などの上限値は，昭和62年度の政府の長期

エネルギー需給見通し等を参考にして設定したO 輸入燃料については最適化における選択のための余

裕分を加え，原子力発電及び水力発電に関してはほぼ見通しの値に合わせて設定した O

省エネルギーのうち生産効率の向上，エネルギー管理の改善，及び建物の断熱の向上等による所要

エネルギー量の低減，な Eは入力データの作成の際外生的に扱う O 高効率技術の導入や既存技術の改

善などによる省エネルギーは，モデル内の選択肢としても扱っている O

最適化は，現在価値換算したコストの総計値と CO2の累積排出量の重み付け和を目的関数として，

これを最小化する方法によっている O その際に SOx及びNOxの年間排出量については， 1985年

の排出量を基準として 2000年までに 30%減らし，以後排出がその値以下になるように上限制約条

件を設けた O

現在のモデルは，技術 306種，エネルギー媒体及び物質 95種を含み， L P問題としての規模は

(3)， (4) 
式の数が 6，959，変数の数が 8，440，非零要素数は 50，633である O

3. 基本シナリオの分析結果と考察

図2は，コスト対CO2排出量トレードオフ曲線であるo CO2の排出低減が強化されると急激なコスト
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の上昇を伴う O 今回の分析の前提のもとでは，

曲線に示す以上の低減はほぼ不可能と考えら

れる O なお，図には「高燃料価格一高需要J

と「低燃料価格一低需要」のシナリオに対す

る曲線も示した O

図 3----6は， CO2排出抑制jを行わない場合

(排出フリーケース}と行う場合(排出抑制

ケース)における CO
2排出量，一次エネルギ

一入力，及び電源別発電電力量の経年的推移

を示す。排出抑制ケースは，CO2排出低減の

ための最善の努力をした場合を示しているが

大幅な低減は困難であることがわかる O
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図2 コスト対CO
2排出量トレードオフ曲線

(曲線上の数値は目的関数における CO
2排

出量に対する重み係数)
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図3. CO2排出の状況(高需要/低燃料価格シナリオ 1
VI 
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各ケースにおいて， CO2低減は主に発電，精

製・変換部門で生じている O

これらの図に見られる CO2排出抑制の強化

に伴うシステムの変化は，次のようである O

種別一次エネルギー入力では固体燃料がかな

り減少し，液体燃料がやや減少，それを補っ

て気体燃料及び再生可能エネルギーが増加し

ている O 原子力は増加傾向を示すが，どのケ
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図 5 一次エネルギー入力の状況(高需要/低燃料価格シナリオ}

抑制の強化に伴う変化は少ない。石炭利用は

鉄鋼業用コ←ク.ス製造のように代替が難しい

用途にほぼ限られ，それ以外ではほとんど使

われなくなる O 液体燃料は運輸用以外の消費

が減るため，液体燃料利用における運輸用及

び化学原料用の比率が高まるo 気体燃料の消

費は，発電用をはじめとして最終利用でも増

加している O

与を電においても排出が抑制されると燃料及

び技術の代替が進み，後半にはほとんど全て

の電力が原子力，気体燃料，再生可能エネル
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図6. 発生源別発電電力量の割合の変化(高需要/
低燃料価格シナリオ，排出抑制ケース}

ギー，及びコジェネを用いて発生されるo そのうち気体燃料発電は，後半の期聞には高効率の複合サ

イクル発電と燃料電池によるコジェネ等が主となり，大部分がCO
2
低排出型の技術に置き換わる O

石炭の液化並びにガス化などの変換技術において，変換用エネルギー及び添加用水素等を石炭自身

で賄う方式は，変換過程の排出が加わるため，石炭を直接利用する場合よりも CO2排出が増加するこ

とになるo この種の変換は，運輸用液体燃料の確保ならびに SOx及びNOxの排出低減の観点からは

重要であるが，液体燃料が十分に確保されかつCO2排出削減を進めなければならない場合には導入が

困難になる O ただし石炭を燃料改質するための変換用エネルギーを原子力などの非炭素エネルギーで

供給する方式は，CC¥排出低減に関する限り有利である O

再生可能エネルギーの利用は， CO2排出抑制が強化されると増加するO 再生可能エネルギーの半分
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以上を占める水力発電は，既設が大部分であり増加分は少ない。主な増加は地熱による発電及び熱供

給，太陽エネルギー利用の発電，及び太陽熱の分散型直接利用などによる O

住宅部門では，太陽エネルギー利用技術などの非炭素エネルギー源，ヒートポンプ式冷暖房等の高

効率技術が，排出制約の強化に伴い導入が進む。

運輸部門では， CO2排出低憾のためにガソリン車よりもむしろデイーゼル車のような総合効率の高

い方式が要求される傾向があるo電気自動車，水素自動車は今回の分析における前提では，競合力が

十分ではないが，電気や水素の発生に化石燃料以外のエネルギーが利用できる場合には受け入れられ

るo

4. CO2 回収処理技術及び原子力の効果

米国プルックヘプン国立研究所のMoSteinbergらによって提案されている CO2回収処理技術は，

燃焼ガス中の CO2を化学的に吸収し，熱を加えてその CO2を分離した後に液化して，深海底 (500m 

程度の深さで十分であるが， CO2の密度が水より大きくなる 3000m以上の方がより安定化する}に

送り込むものであるo石炭火力発電所に設けた場合， CO2の回収効率は 90%，建設費の増加は約70

(6) ，.. 
%，発電所総合効率は 34%程度になる，と推定されている o '-の方法の実現性については海洋の

振舞い，生態系への影響など検討すべき点も多いが，エネルギー収支の点からは注目に値する O

この技術の導入効果を見るためにそデルシステムの集中型エネルギー変換技術に組み込んだケース

について分析を行ったが，かなり効果的であるとの結果を得た。また回収処理装置の波及効果として

CO2排出が少ない化石燃料発電が増加するため最終需要段階での電力利用が増加し，さらに化石燃料

発電における石炭火力の割合が増加することによって低炭素燃料利用に余裕が生じ，その分が最終需

要へ振り向けられるので，全体として排出をさらに低減できる可能性がある O

図7は，コスト対CO2排出量トレードオフ

曲線に，CO2回収処理技術を導入した場合，

並びに原子力を抑制した場合についての関係

を加えたものであるo基本ケースでは，CO2 

排出抑制によって急激なコスト増を生じるが

回収技術を導入した場合にはそのコスト増分

がかなり小さくなるo原子力を抑制した場合

には CO2排出量及びコストのいずれもが増加

して， トレードオフ曲線が右上の方向に移動

する O この移動の状況から，逆に原子力の導

入による効果が推測される O
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図7. CO2回収技術及び原子力抑制のコストと

CO2排出への影響

-6-



図8は，種々の CO2排出低減方策が総シス

テムコストと CO2排出量に与える効果を，分 帽

析結果に基づいて概念的に表わしており，そ ム

t< 

れぞれの効果が得られる向きを矢印が示して 3 
lト

いる O 但し，矢印の長さに意味は持たせてい t<1 様子力制自
お

ない。方策の効果は，システムの基準状態や 曜

制約条件などに依存するので一概に断定でき

ないが，今回の分析の前提とシステムの基準

状態のもとではこの図のような傾向が推定さ

れる O 図において矢印が左下に向う方策が，

コストと CO2排出を同時に滅らすものとして

導入が望まれ，例えばガス複合サイクル発電，

国

化石燃料幽鰭低下

少ー ーー多

累積C02排出量

図8. システム構成変化の総システムコストと

CO2排出量への影響

燃料電池コージェネレーション，地熱発電などがこれに当たる O なお，これらは高い効率と経済性が

期待される投術であるため，排出制約がない場合の分析結果でも多く導入される結果を得ている O

CO2排出制約が強化されるに従って，左上方向の勾配が小さいものから順に大きいものへと導入が進

み，排出低減上不利なものが置き換えられるo

5. CO2排出と水素エネ )[..ギーシステム

今回の分析には，水素エネルギ←システムに関する技術として熱化学法，水電解法などの水素製造

技術の他，航空機，自動車における利用などごく限られた技術を含めているにすぎないが，これまで

の考察によれば次のようなごとが需える O

(1) 水素エネルギーは最終利用段階においては CO2無排出であるが，主として水素の供給側(生産段

階}いかんによっては，排出量が増えたりコスト対有効性が劣ることもあるので，技術毎の効果は

システム全体を通して評価する必要がある O

(2) 原子力や再生可能エネルギーなどの， cO2を排出しないエネルギー源を用いる水素エネルギー供

給は，排出抑制が強化されると導入が促進される性質があるO そのようなエネルギー源が十分にあ

る場合，あるいはそれらが水素専有的な場合には，コストと排出削減量のトレードオフ関係により

導入が決められるが，供給源が十分ではない場合には水素エネルギーと同様な性格をもっ電力シス

テムとの聞に競合が起こり，輸送や貯蔵の利便性，用途の性質，総合効率，コスト ，cO2低減効果

などの評価を通して選択される O

(3) 化石燃料を供給源とする水素エネルギーシステムは，変換段階から先へは炭素を送り出さないた

め，利用段階では cO2の排出はないが，変換(燃料改質，発電・電解など)段階で発生する cO2を
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大気に放出する場合には，化石燃料を直接利用する場合よりも，全体として CO2の総排出量が多く

なりやすい。

(4) 化石燃料による場合でも，発電あるいは水素製造の過程で発生する CO2を回収・処分する方法が

適用できるならば，CO
2
低排出システムを構成できるため電力並びに水素エネルギーの導入が促進

される O

6. おわりに

以上，エネルギ←システムからの CO2排出の低減の可能性を，モデルを用いて分析した結果につい

て概要を述べた O それによると排出低減はかなり困難であり，可能なあらゆる手段を適切に導入して

対処していく必要があると考えられる O 今後CO2排出低減についての洞察を深めると共に，新たな低

減方策を見い出すため，関連する技術についてより多くの情報とデータを収集し，モデルと入力デー

タを見直した後，新たな分析を行う計画である O

地球温暖化問題の解決は世界的な協力によりはじめて達成できることであり，今後は具体的な CO2

抑制方策の国際的な情報交換が重要になる O それらの方策の効果はエネルギーシステム全体の分析に

基づいて評価されることが必要であることから， IEAをはじめとしていくつかの技術システムの分

析に関する国際協力研究が計画されている O わが国もこの種の計画には先導的に参加して，地球環境

問題解決に貢献することが望まれる O
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